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三井不動産グループのESGの考え⽅

ステートメント・ビジョン・ミッション

「都市に豊かさと潤いを」─グループ経営の基本理念や⽬指すべき企業像を集約したこのグループ・ステートメントをはじめとする「ステー
トメント・ビジョン・ミッション」を、私たち三井不動産グループは、1999年の策定以来、⼀貫して経営の指針としています。

GROUP STATEMENT

都市に豊かさと潤いを

グループ経営の基本理念や⽬指すべき企業像を集約したこのグループ・ステートメントをはじめとする「ステートメント・ビジョン・ミッシ
ョン」を、私たち三井不動産グループは、1999年の策定以来、⼀貫して経営の指針としています。

GROUP VISION

私たちはどうありたいか

「 」マークの理念

私たちは、「 」マークに象徴される「共⽣・共存」「多様な価値観の連繋」「持続可能な社会の実現」の理念のもと、社会・経済の発展
と地球環境の保全に貢献します。 

― 「 」を掲げて、⼈と地球がともに豊かになる社会を⽬指します。
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進化と価値創造

私たちは、不動産ビジネスを進化させることにより、⼈々に「新しい時代の夢と感動」をもたらします。 

― 多様な「知」をとりいれ融合させることにより、国内外で新たな価値を創造します。 

― 社会環境・市場構造などの変化と、そのグローバルな潮流を積極的にとらえます。

成⻑性と収益性に富んだ三井不動産グループ

私たちは、グループ総体の⼒を公正にいかんなく発揮することによって、「成⻑性と収益性に富んだ三井不動産グループ」を実現します。

GROUP MISSION

私たちに今求められていること

ビジネスとくらしに関するソリューションと 

サービスの提供

豊かさと潤いをもたらし、安全・安⼼で魅⼒にあふれる空間とソフト、サービスを提供して、街の価値を最⼤化する。
多彩で⾰新的なソリューションを提供して、不動産投資市場の成⻑に貢献する。

グローバルな視野で顧客のパートナーへ

顧客をビジネスの創造ならびに進化・発展の基盤と考える。
顧客が真に求めているものを多⾯的に把握し、グループの総⼒で提案・実現する。
顧客のパートナーとして、⾼い評価を獲得し続け、ブランド価値を⾼める。

企業価値の向上

持続的な利益成⻑を図るとともに、不断のイノベーションを⾏うことにより企業価値を向上させる。
経営資源の最適活⽤ならびに効率経営を追求する。
常にリスクに対して適正なマネジメントを⾏う。

個の⼒を⾼め結集してグループの⼒へ

多彩な⼈材、多様な価値観を融合し、パイオニア精神に満ちた独創性を育む。
個々⼈がプロフェッショナルな知識・能⼒を磨き、互いに共有して、付加価値創造⼒を⾼める。
企業倫理と規律、コンプライアンスについて、常に⾼い意識を持って⾏動する。

「&EARTH」の理念

三井不動産グループでは、グループのロゴマークである「 」マークに象徴される「共⽣・共存」「多様な価値観の連繋」の理念のもと、
グループビジョンに「 」を掲げ、社会・経済の発展と地球環境の保全に貢献しています。「 」は、三井不動産グループ
の街づくりが常に地球とともにあることを認識し、⼈と地球がともに豊かになる社会をめざしていることを表しています。



「VISION 2025」におけるESG課題への 

取り組み⽅針

「VISION 2025」では、＆マークの理念のもとESG課題に取り組み「持続可能な社会」と「継続的な利益成⻑」を実現することを⽬標として
おります。重点的に取り組む⽬標は以下の6つです。

1. 街づくりを通した超スマート社会の実現
2. 多様な⼈材が活躍できる社会の実現
3. 健やか・安全・安⼼なくらしの実現
4. オープンイノベーションによる新産業の創造
5. 環境負荷の低減とエネルギーの創出
6. コンプライアンス・ガバナンスの継続的な向上
この取り組みにより「Society 5.0」の実現、SDGsの達成に貢献いたします。

環境（E）への取り組み⽅針

三井不動産グループでは、「グループ環境⽅針」のもと「環境負荷の低減（Load reduction）」「安全・安⼼、快適性の向上および持続可能
性の確保（Quality improvement）」「様々な主体との多様な連携・協⼒（Cooperation）」の3分野を⼀体的に推進することを取り組みの⽅針
として、環境活動を⾏っています。

グループ環境⽅針 （2001年11⽉1⽇制定、2008年10⽉3⽇・2012年4⽉1⽇改定）

● 環境理念

私たちは、グループのロゴマークである「 」マークに象徴される「共⽣・共存」、「多様な価値観の連繋」の理念のもと、社
会・経済の発展と地球環境の保全に貢献していきます。この「 」マークの理念のもとに、私たちは、グループビジョンに「

」を掲げています。「 」は、当社のまちづくりが常に地球とともにあることを認識し、⼈と地球がともに豊
かになる社会をめざしていることを表しています。



⼈類の持続的発展が可能な社会の実現に貢献していくことは企業の使命であり、企業価値の向上につながる重要な経営課題の⼀つ
としてとらえ、コミュニティと連携・協⼒して環境負荷の低減と安全・安⼼、快適性の向上を図りながら事業を進めていくことを
「環境との共⽣」と位置づけ、豊かで潤いのある都市環境の創造と地球環境への貢献をめざします。

● 環境⽅針

1. 環境効率性の向上と環境負荷の低減、省エネルギー・省資源と廃棄物削減、汚染の防⽌に努め、地球温暖化対策と循環型社会の形
成をめざします。

2. 低炭素に加え、⽔環境・⽣物多様性の保全、分散・⾃⽴型エネルギーの導⼊などを幅広く、統合的に推進し、環境負荷の低減と安
全・安⼼、快適性の向上の双⽅をめざします。

3. 顧客、地域、⾏政などコミュニティと連携・協⼒して、「環境との共⽣」に積極的に取り組み、持続的発展が可能なまちづくり
と、実効性の⾼い環境施策を展開します。

4. スマートシティなど環境配慮型まちづくりを国内外で展開し、未来のまちづくりをリードする環境先進企業をめざします。
5. 環境関連の法規制の遵守はもとより、必要に応じ独⾃の基準を定めて、「環境との共⽣」を推進します。
6. 環境教育、啓発活動などにより、三井不動産グループ全従業員に環境⽅針の周知徹底と環境意識の向上を図ります。
7. 環境への取り組み状況など、必要な情報の開⽰に努め、広報活動などを通じて広く社会とコミュニケーションを図ります。

社会（S）への取り組み⽅針

三井不動産グループでは、街づくりを通じて安⼼・安全、地域社会、⽂化、教育、⼈権等の課題解決に積極的に取り組むとともに、グループ
各社・各部⾨での取り組みにおいて共通の基軸となる「社会貢献活動⽅針」を策定し、「地球環境」「地域社会」「⽂化・教育」「国際交流」
の4つの分野を中⼼に活動を進めています。

三井不動産グループ「社会貢献活動⽅針」 （2013年3⽉27⽇制定）

私たちは、グループ・ステートメント「都市に豊かさと潤いを」の理念のもと、社会・経済の持続的な発展を⽬指し、都市再⽣・
街づくりを通じて社会に貢献するとともに、「豊かさと潤い」を実現する様々な活動にグローバルな視点で取り組みます。

1. 「地球環境」「地域社会」「⽂化・教育」「国際交流」の4つの分野を中⼼に取り組みます
2. 地域社会の⽅々とともに調和を図りながら取り組みを推進します
3. ⾃社の持つ施設やネットワーク、⼈材などの資源を積極的に活⽤します



ガバナンス（G）への取り組み⽅針

三井不動産グループでは、ステークホルダーからの信頼確保に向け、経営の健全性・透明性・効率性を⾼めるという視点に⽴ち、最適なコー
ポレート・ガバナンスの整備・構築を⽬指しています。
三井不動産では、会社法の定めに従った内部統制に関する体制の整備・運⽤をしています。取締役の職務の執⾏が法令および定款に適合する

ことをはじめとする業務の適正の確保について、三井不動産の取締役会は「内部統制に関する基本⽅針」を策定し運⽤しています。さらに「三
井不動産グループコンプライアンス⽅針」を定めるなど、当社グループの役職員の業務の適正の確保に関する社則、体制を整備しています。

株式会社の業務の適正を確保する体制（内部統制システム）の構築の基本⽅針

1. 取締役の職務の執⾏が法令及び定款に適合することを確保するための体制

「コンプライアンス規程」等の社内規程に基づき、コンプライアンス推進計画の策定・実施等を通じてコンプライアンスの徹底を図
るとともに、「リスクマネジメント委員会」を設置し、コンプライアンス体制の整備を図り、法令及び定款に違反する⾏為を未然に
防⽌しております。

2. 取締役の職務の執⾏に係る情報の保存及び管理に関する体制

「⽂書規程」「情報管理規則」「情報システム管理規程」等の社内規程に基づき、適切に保存及び管理を⾏っております。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

「リスク管理規則」等の社内規程を定め、「経営会議」にて当社及び当社グループのリスクマネジメントを統括し、「リスクマネジ
メント委員会」を業務リスクを管理する組織とし、「業務委員会」を事業リスクを管理する組織として、リスク課題の抽出・把握や
対応策の⽴案を⾏っております。さらに、「リスクマネジメント委員会」の下部組織として、「クライシス対応部会」を設置し、緊
急性の⾼い案件については、必要に応じて同部会を開催して対応を⾏う体制としております。

4. 取締役の職務の執⾏が効率的に⾏われることを確保するための体制

従来、取締役が担ってきた経営機能と執⾏機能の分離・強化を推進することを⽬的として、「執⾏役員制度」を導⼊し、取締役の職
務の執⾏が効率的に⾏われることを確保するための体制をとっております。また、「取締役会」の決定に基づく業務執⾏について
は、「組織規則」「職務権限規則」等の社内規程において、それぞれの責任者及びその責任、執⾏⼿続を定め、効率的に業務を推進
しております。

5. 使⽤⼈の職務の執⾏が法令及び定款に適合することを確保するための体制

「コンプライアンス規程」等の社内規程に基づき、コンプライアンス推進計画の策定・実施等を通じてコンプライアンスの徹底を図
るとともに、「リスクマネジメント委員会」を設置し、コンプライアンス体制の整備を図り、法令及び定款に違反する⾏為を未然に
防⽌しております。また、「内部相談制度規程」に基づき、社内及び社外にコンプライアンス上の問題に関する相談窓⼝を設置して
おります。さらに、内部監査部⾨は、「内部監査規程」に基づき、コンプライアンス体制の運⽤及び法令等の遵守の状況について監
査し、「取締役会」及び監査役に対し報告しております。

6. 当社及び⼦会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

「関係会社監理規程」及び「海外関係会社監理規程」の適切な運⽤により、⼦会社の取締役の職務執⾏の効率性を確保しつつ、当社
の承認及びモニタリング等を基本とした経営管理を⾏っております。また、各グループ会社は、「三井不動産グループコンプライア
ンス⽅針」のもと、コンプライアンス体制及び内部相談制度を整備し、内部監査部⾨等によりコンプライアンス体制の運⽤及び法令
等の遵守の状況について監査し、「取締役会」及び監査役に対し報告しております。

7. 監査役の職務を補助すべき使⽤⼈に関する体制と当該使⽤⼈の取締役からの独⽴性及び当該使⽤⼈に対する指⽰の実効性の確保に
関する事項

監査役の職務を補助する専任の組織として「監査役室」を設置し、専任の使⽤⼈を配置しております。当該使⽤⼈は監査役の指揮命
令系統に属しており、その⼈事評価は監査役が⾏い、⼈事異動については事前に監査役と協議することとしております。



8. 取締役及び使⽤⼈が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に⾏われるこ
とを確保するための体制

監査役は、「取締役会」に出席しております。また、常勤の監査役は、当社グループの内部統制及びリスクマネジメントを統括する
「経営会議」に出席し、必要な報告を受け、「監査役会」にて共有しております。さらに、監査役は、内部監査部⾨及び会計監査⼈
から定期的に監査に関する報告を受け、情報交換を⾏うなど、相互の連携を図っております。内部相談の対象となった事項は、「リ
スクマネジメント委員会」を通じて、適宜、常勤の監査役に報告され、「内部相談制度規程」には、相談者に対して相談⾏為を理由
に不利益な取り扱いを受けない旨が定められております。

9. ⼦会社の取締役、監査役、使⽤⼈⼜はこれらの者から報告を受けた者が当社監査役に報告をするための体制及び当該報告をした者
が当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けないことを確保するための体制

常勤の監査役は、当社グループの内部統制及びリスクマネジメントを統括する「経営会議」に出席し、必要な報告を受け、「監査役
会」にて共有しております。また、⼦会社の取締役及び監査役等と、直接または所管する部⾨を通じて、適宜、情報交換に努めてい
るほか、⼦会社の内部監査の実施状況について報告を受けております。各グループ会社の「内部相談制度」において対象となった事
項は、所管する部⾨及び「リスクマネジメント委員会」を通じて、適宜、当社の常勤の監査役にも報告され、各社の内部相談制度に
関する規程には、相談者に対して相談⾏為を理由に不利益な取り扱いを受けない旨が定められております。

10. 監査役の職務の執⾏について⽣ずる費⽤の前払⼜は償還の⼿続その他の当該職務の執⾏について⽣ずる費⽤⼜は債務の処理に係る
⽅針

監査役の職務執⾏に必要な費⽤は、会社が実費を負担することとしております。

三井不動産グループコンプライアンス⽅針 （2005年4⽉28⽇制定、2018年7⽉1⽇改定）

はじめに

私たちは、⾼い企業倫理に従って公正な事業活動を⾏い、信頼とブランドを築いてきました。
しかし、営々と築き上げてきたブランドも、ひとりの誤った⾏動や判断によって⼀⽇にして失われることもありえます。私たちの

適切な判断と⾏動が⼀層重要になります。
私たちは、コンプライアンスの実践をグループ経営の最重要課題の⼀つと位置づけ、法令・社会規範の遵守はもとより、企業倫理

に従った公正で透明性の⾼い企業活動を遂⾏します。

コンプライアンスの定義

法令・社内規程の遵守および⼀般的社会規範および企業倫理にも適切な配慮を⾏い、適法かつ公正な企業活動を⾏うこと。

どうあるべきか

誠実な⾏動

1. 単なる法令遵守にとどまらず、⾃社の社会的責任を認識し、良き企業市⺠を⽬指します
2. 互いの⼈権、⼈格、価値観を尊重します
3. 悪い情報であっても迅速にトップに報告し、適切な対応を図ります
4. 業務の遂⾏にあたっては、顧客および職場環境の安全を最優先します

公正な⾏動

1. 企業倫理に従った、公正で透明性の⾼い企業活動を⾏います
2. 社会に適切な情報開⽰を⾏い、経営の透明性と健全性を確保します
3. 反社会的勢⼒には断固たる姿勢で臨み、⼀切の関係を遮断します
4. 国籍、社会的⾝分、⼈種、信条、性別、年齢、障がいまたは性的指向・性⾃認（いわゆるLGBT）等を理由とする不当な差別はし
ません

ルールの遵守



1. 関連する法令や社内規程を遵守し、社会規範および企業倫理にも適切な配慮を⾏います
2. 個⼈情報をはじめとする守秘すべき情報の保護・管理を徹底します
3. 不正な利益を得るための贈答や接待は⾏いません
4. 未公開情報・内部情報を利⽤して、個⼈的な利益を追求しません
5. 就業時間外の⾏動であっても、会社の信⽤・業務に⽀障をきたすようなことは⾏いません

判断に迷ったら、あなたの⾏動は

1. 誠実な⾏動だろうか
2. 公正な⾏動だろうか
3. 家族や友⼈、広く社会にも説明のできる、何ら恥ずることのない⾏動だろうか
という問いを⾃分に問いかけてください。

個⼈情報保護⽅針 特定個⼈情報基本⽅針 個⼈情報の取り扱いについて Cookie（クッキー）およびアクセスログについて サイトのご利⽤上の注意
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